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（人の流れを支える公共交通ネットワークの維持・確保への支援） 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化しているＪＲ本州３社及び

九州についても、引き続き地方の鉄道ネットワークが維持できるよう、一定の経

営支援を講じること。 

また、鉄道ネットワークは国全体・地域双方にとって重要であり、ひとたび廃

止等が行われれば容易に復活できないことを踏まえ、ＪＲ各社の地方路線の果た

す役割が引き続き堅持されるよう国の責任において同社に対する経営支援及び指

導を行うとともに、同社を含む鉄道事業者側の事情・判断のみによって廃止等が

なされることがないように沿線地域の意向が尊重される仕組みを検討すること。

さらに、鉄道事業者と地域が一体となって存続・活性化に取り組もうとする際に

有効な支援策を検討すること。 

なお、国鉄改革における分割民営化が地方に与えた影響、分割方法の妥当性、

国鉄改革の精神等を改めて検証し、日本全体として鉄道ネットワークを維持する

ためのあるべき姿を検討すること。 

 

 

３ 産み・育みやすい環境をつくる 
 

〇 わが国の合計特殊出生率が、現在の人口を維持するのに必要な「2.07」から年々

遠ざかって低下基調にあり、家族の形成を望む人々のウェルビーイングが十分実

現できていないことを踏まえ、子育てに係る経済的負担の軽減や幼児教育・保育

等の充実などはもとより、若者が未来に展望を描ける社会の構築にも踏み込んで

総合的な少子化対策を断行し、若い世代の結婚や出産の希望をかなえる環境づく

りをさらに大胆に推進すること。 
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４ まちの暮らしやすさをみがく 

〇 暮らし続けられるまちを維持するためには、「誰一人取り残さない」持続可能な

社会の実現をめざす SDGs の理念の下、人々が健やかに、心豊かに生活できる地域

としての魅力や価値を向上させる必要があることを踏まえ、次の事項をはじめと

する取り組みの推進及び充実を図ること。 

 地方創生に向けた自治体 SDGs 推進のための取り組みへの支援 

 地方が脱炭素社会の実現をめざす上で必要となる制度・技術・インフラ等の環

境整備及び取り組みに対する支援 

 望まない孤独・孤立に悩む人々に寄り添い、細やかにかつ包括的に支援するた

めの、官民連携プラットフォームを通じた連携の深化及び地方における先導

的な取り組みへの支援 

 一人ひとりの個性が尊重されその能力が遺憾なく発揮されるとともに、性的

少数者、外国人、障害のある方などを含め全ての人が孤立することなく、自分

らしく生きられる環境づくり及び支援 

 

 

５ 当面する広域的重要課題への対応 
 

（東日本大震災の被災地域における地方創生） 

 ○ 「被災地の復興なくして地方創生なし」の考え方のもと、被災者に寄り添いな

がら、現場主義を徹底して地方創生のモデルとなるような復興を実現し、「新しい

東北」を１日も早く創造することを改めて明確化すること。被災地の復興を加速

するため、地域の基幹的産業の復興促進等により安定した雇用を確保すること。 

 

（大阪・関西万博等の開催に向けた取り組みの推進） 

 ○ 2025 年大阪・関西万博や、2026 年愛知・名古屋アジア競技大会、アジアパラ競

技大会、ワールドマスターズゲームズ関西など大規模国際大会等を成功に導くと

ともに、その開催を、全国各地の地域資源の磨き上げや発信等を通じた地方創生

加速の契機とするため、地方公共団体や民間団体・企業等が独自に又は連携して

行う地域活性化の取り組みを支援すること。 

 

 

Ⅲ デジタル田園都市国家構想・地方創生の基礎条件整備に向けて 
 

 新型コロナウイルス感染症やデジタル化等の影響により、これまで当たり前と思っ

ていた常識・価値観は大きく変化し、新しい社会像・社会的価値観が創出されてきて

いる。コロナ禍等を起因とした社会変容は、テレワーク等による働き方の変化などの

物理的移動の減少、居住の在り方の変化、デジタルを前提とした生活など、人々の生

活様式にも変化をもたらし、地方における社会インフラの在り方、受益と負担の在り

方など、既存構造の問題を浮き彫りにした。 

またコロナ対応から、緊急時・非常時における国と地方の役割分担や責任の所在な

どが不明確などの課題も顕在化した。 

更に、都市と地方の関係性においては、“成長の原動力”となる都市部の力を弱める

ことなく、ともに発展し続ける将来像を描くことも必要である。 
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これからの新しい社会において、真に地方が自立し主役となるために、地方創生と

はどうあるべきか住民ファーストの考えに立ち、地方のあるべき姿のため、必要な法

や制度の見直しを国と地方が一体となって検討しなければならない。 

 

（国と地方等の役割分担） 

○ 地方分権改革により、現在の国と地方の関係の基本となる枠組みが確立され、

それ以降、社会経済情勢の変化に対応した制度整備が、必要に応じ行われてきた。 

今般の新型コロナウイルス感染症対応をめぐっては、国と地方又は地方間の役

割分担に関し、個別法において、権限・組織・運用が複雑に交錯しており、その構

造下で相互の共通認識が欠け、役割分担が曖昧であるという評価につながったこ

となどが指摘された。 

これらについては、役割分担や責任の所在の明確化を図るなど、現行制度を適

切に運用・徹底することで改善を図ることができるため、地方と十分協議の上、

必要な見直しを行い施策の実効性を高めていくこと。 

その際、現行制度での対応が困難な場合は、制度の基本的趣旨に立ち返り検証

し、国と地方などの役割分担や責任の所在が明確になるよう、新たな制度を再構

築すること。 

また、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、計画等の策定を求める法

令の規定や通知等の見直しを行うとともに、今後、計画等の策定を規定する法令

等は原則として新たに設けないこと。 

 

 

 

◆新型インフルエンザ等対策特別措置法における国と都道府県の関係

○基本的対処方針の策定及び総合調整
○まん延防止等重点措置及び緊急事態措置

を実施すべき区域の指定

国の主な権限

○まん延防止措置の実施

知事の主な権限

休業要請など民間事業者に対する権限行使の多くは、知事が行うものとされているが、
国は、基本的対処方針により細かく措置内容を規定

 

都道府県が策定主体の計画２９６計画のうち１０７計画（３６．１％）が、なんらかの支障や課題を感
じ、見直しを求めるもの（R3全国知事会地方分権推進特別委員会調査）

《根拠：過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法》
地方：都道府県は、持続的発展方針に基づき、過疎地域の持続的発展を図るため

過疎地域持続的発展都道府県計画を定めることができる。（任意）
（課題）

・計画策定が、国補助のかさ上げ等の要件とされており、実質的に策定を義務付け

例えば、過疎地域持続的発展都道府県計画

◆計画策定にかかる国と都道府県の関係
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（これからの時代に相応しい持続可能な行政運営の推進） 

○ 地方創生は安定した行政運営に立脚するものであり、持続可能な行政サービス

のためには適正な受益と負担の関係が担保されるべきである。 

しかしながら、コロナ禍等の影響により、都市部から地方部への新たな人の流

れは見受けられるものの、子どもや高齢者の世代が地方の豊かな環境の中で多く

の行政サービスを受けて生活している一方で、税は働き盛りの世代が数多く移り

住んだ都市部に支払われているという社会構造が今も存在している。 

また、デジタル技術を活用して国境・都道府県境を越えて行われる取引等が拡

大し、法人の事業活動が広がっていることから、受益関係等の是正が必要となっ

ている。 

加えて、近時において、情報・交通手段の発達などにより生活圏が拡大し、二拠

点居住など多様な暮らし方が普及・定着しつつあり、新たな受益と負担の不一致

も生じてきている。 

このように時代とともに社会構造が変化していくなかで、ポストコロナの経済 

社会に的確に対応する必要があるため、将来の地域住民サービスの在り方を見据 

え、これからの時代に相応しい受益と負担のあるべき姿の構築に向けた議論に着 

手すること。 
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（日本の将来を見据えた「ナショナルミニマム」の在り方） 

○ 人口減少・高齢化が進むこれからの日本において、持続可能な地域を維持・形

成するためには、地域が自ら主体となって地域の構造を見直すとともに、国全体

で、社会の在り方を考えていかなければならない。地域の社会インフラが、採算

性・効率性に基づいて一方的に切り捨てられるようなことはあってはならないが、

デジタル化によって社会変革を起こしていく今後の日本において、地域の生活を

支える社会インフラをどこまで保障するのかという「ナショナルミニマム」の在

り方について、国として議論に着手すること。 


